
●無限の利用可能性を持つ社団・財団・信託の法律の取扱いをＱ＆Ａで徹底解説
しています。
●制度を活用するに当たって必須の所得税法・法人税法・相続税法・消費税法・
租税特別措置法等の課税関係を分かり易く解説しています。
●具体的な活用法、実際に動き始めた活用事例を豊富に取り上げ、活用上のメ
リット、運用上の留意点を詳細に解説しています。
●設立手続、書類の作成方法、機関設計、登記手続等々の設立・運用をめぐる実
務のポイントについても詳しく触れています。
●一般社団法人を活用した節税対策、信託を組み合わせた事業承継対策、相続
税対策、財産管理の工夫にも触れ、その留意点を解説しています。

　「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」が平成18年6月2日
に公布され、「信託法」が平成18年12月15日に公布されたときには、私達
は、これは実務で無限の利用可能性を持つ制度だと認識した。
　その後、taxML（税理士を中心とした税法と税務実務の情報を交換す
るメーリングリスト）において、これら法律の解釈や課税関係、実務での具
体的な利用法などを議論してきたが、実際に、これら制度の利用例を聞く
ことは少なかった。私達は先走って議論を進めていたことになるのだが、こ
の頃、漸くこれら制度の利用例を実務で聞くようになった。
　これら制度の理解を難しくしているのが、「一般社団法人及び一般財団
法人に関する法律」と「信託法」が表側の条文だとすれば、それに密接不
可分に相続税法、所得税法、法人税法、消費税法、さらに租税特別措置
法などの税法が裏側の条文として登場することだ。

　これら制度は、表裏を共に理解しなければ実務で利用することはできな
い。しかし、逆に見れば、表側としても利用でき、かつ、裏側としても利用で
きるという、実務において無限の利用価値を持つ制度と認識した私達の考
え方は間違っていなかったのだと思う。
　これら制度が税務の場面で利用されることが多く、税務の知識を必要と
する制度であれば、私達の議論の成果を同業者である税理士に提供し、
さらに業界での議論を深め、より良い利用法を構築することは税理士業界
にとっても有益なことだと思う。そのように考えて、今までの議論の成果を書
籍として出版することにした。
　平成25年８月吉日
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